（様式１）

予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　
	事業名　新 遺産と地域の食文化プロモーション事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　観光国際局　観光誘客課　国内誘客係　
電話番号：058-272-1111（内3075 ）E-mail： c11335@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　9,800千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	9,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,800

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　世界遺産登録20周年を迎えた白川郷合掌造り集落、ユネスコ無形文化遺産・本美濃紙および高山祭・古川祭・大垣祭の山・鉾・屋台行事（予定）、世界農業遺産・長良川の鮎、ユネスコ記憶遺産・杉原千畝「命のビザ」（予定）、そして世界かんがい遺産・曽代用水と、県内には、世界に誇る８つの遺産がある。これらの遺産を観光資源として誘客を図るとともに、より長時間の滞在、多くの観光消費を促進するため、地酒をはじめとした食資源・食文化と組み合わせたプロモーションを展開する。

　実施に当たっては、各地元市町村と連携を図って進めていくが、特に、飛騨で地酒を取り扱う場合には、「地酒ツーリズム」を展開している飛騨３市１村との連携を密にしていく。
（２）事業内容

①メディアタイアップ事業
②ＰＲイベント開催事業
（３）県負担・補助率の考え方

遺産観光と地酒をはじめとする地域の食資源・食文化を結び付け、新たな旅行スタイルを提案する事業であり、県負担は妥当。

（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	225
	業務旅費

	委託料
	9,575
	取材、雑誌掲載、WEB掲載、ＰＲイベント開催

	合計
	9,800
	


	　決定額の考え方　

　事業内容を精査し、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　岐阜県長期構想
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
岐阜県観光振興プラン

（２）後年度の財政負担
　遺産観光と地酒をはじめとする地域の食資源・食文化を結び付け、新たな旅行スタイルを提案する事業であり、継続して実施することで効果が高まるため、継続する。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　引き続き首都圏をはじめとした大規模都市圏からの誘客を強化することにより、H29年度の観光入込客数4,500万人、宿泊客数　600万人、観光消費額　3,000億円を達成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,460億円
（H24）
	2,659億円
（H25）
	2,694億円
（H26）
	3,000億円
（H29）
	89.8％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,619万人

（H24）
	3,844万人

（H25）
	3,686万人

（H26）
	4,500万人

（H29）
	81.9％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  583万人

（H24）
	  604万人

（H25）
	  610万人

（H26）
	 660万人

（H29）
	92.4％



※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　新規事業



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　新規事業



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　６つの遺産は岐阜県観光の重要な資源であり、また、地酒をはじめとした地域の食資源・食文化は地域産業の一つであるとともに、観光資源でもあるため、誘客促進のための手段の一つとして有効に活用していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　新規事業

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　新規事業


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　遺産観光を認定時の一時的なブームにすることなく、誘客できる観光資源としていく必要がある。また。地酒は全国で数多く作られているため、地域の食文化と結び付けるなど付加価値を付け、他と差別化する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

遺産観光を誘客できる観光資源とするため、また、地域の食文化を観光資源として活かしていくため、岐阜県独自、地域独自のストーリーを構築し、イメージ性などの付加価値を付けて、根強くＰＲしていくことが必要である。



